
 

 21

２．聾学校における課題 

 

１）聾学校における教育課程の現状と課題 

 現在の聾学校の状況は，平成 14 年５月１日の時点で，

聾学校数は 106 校，児童生徒数は 6,719 人（幼稚部 1,410

人，小学部 2,055 人，中学部 1,383 人，高等部 1,871 人）

である。また，小・中学部の重複障害在籍率は，17.9

％である。 

 これらについて，この 10 年間の推移を見ると，幼児

児童生徒の在籍数は，聾学校総数で，平成４年度の

7,997 名から平成 14 年度 6,719 名へと，約 1000 名の減

少（表１）となっている。平成５年度から小・中学校

に教員の加配が開始された「通級による指導」及び平

成 12 年度から聾学校に加配が始まった「聾学校の通級

による指導」など，聴覚障害児童生徒への教育形態の

広がりという背景もあり，聴覚障害児に対する聾学校，

難聴特殊学級，通級による指導の特殊教育全体で見る

と，大きな児童生徒数の増減は見られない。 

 

      表１ 聾学校，難聴特殊学級，難聴通級指導教室の在籍者数等の推移（H 1 ～ 1 4 )  

 

  聾 学 校 難聴特殊学級・難聴通級指導教室 

 年 度 幼 稚 部 小 学 部 中 学 部 高 等 部 小 計 小  特 小  通 中  特 中 通 小 計 

在 籍 者 数  

（ 人 ）

 H 1  1 , 5 7 8  2 , 5 8 6 1 , 6 3 0  2 , 5 2 5 8 , 3 1 9 1 , 1 3 6  4 3 2  1 , 5 6 8  9 , 8 8 7

 H 2  1 , 5 3 1  2 , 4 5 6 1 , 7 4 8  2 , 4 3 4 8 , 1 6 9 1 , 0 3 8  4 5 0  1 , 4 8 8  9 , 6 5 7

 H 3  1 , 6 8 0  2 , 4 1 6 1 , 6 6 9  2 , 3 8 4 8 , 1 4 9 1 , 0 1 1  4 1 0  1 , 4 2 1  9 , 5 7 0

 H 4  1 , 6 5 5  2 , 4 1 7 1 , 4 5 6  2 , 4 6 9 7 , 9 9 7 1 , 0 2 8  3 5 8  1 , 3 8 6  9 , 3 8 3

 H 5  1 , 6 5 8  2 , 4 0 7 1 , 2 3 6  2 , 5 4 1 7 , 8 4 2 9 3 1 1 , 0 6 5 3 2 1 7 6  2 , 3 9 3  1 0 , 2 3 5

 H 6  1 , 3 7 4  2 , 4 8 8 1 , 2 5 5  2 , 4 4 0 7 , 5 5 7 9 1 1 1 , 0 2 9 3 1 2 1 0 8  2 , 3 6 0  9 , 9 1 7

 H 7  1 , 2 8 6  2 , 4 0 6 1 , 3 3 4  2 , 2 3 1 7 , 2 5 7 8 3 5 1 , 0 7 7 3 6 6 1 2 9  2 , 4 0 7  9 , 6 6 4

 H 8  1 , 3 0 9  2 , 2 8 5 1 , 3 7 2  2 , 0 3 3 6 , 9 9 9 8 2 5 1 , 1 0 7 3 6 2 1 6 8  2 , 4 6 2  9 , 4 6 1

 H 9  1 , 3 5 0  2 , 2 4 2 1 , 3 0 0  1 , 9 4 9 6 , 8 4 1 7 5 3 1 , 2 2 0 3 4 7 1 6 9  2 , 4 8 9  9 , 3 3 0

 H 1 0  1 , 4 0 2  2 , 1 9 3 1 , 2 2 2  2 , 0 0 9 6 , 8 2 6 7 1 4 1 , 2 3 4 3 2 0 1 6 9  2 , 4 3 7  9 , 2 6 3

 H 1 1  1 , 2 9 6  2 , 2 6 3 1 , 2 0 2  2 , 0 6 3 6 , 8 2 4 7 4 9 1 , 2 1 0 3 1 2 1 5 9  2 , 4 3 0  9 , 2 5 4

 H 1 2  1 , 2 8 2  2 , 1 1 2 1 , 4 0 0  2 , 0 2 4 6 , 8 1 8 7 4 4 1 , 1 9 7 3 0 6 2 2 3  2 , 4 7 0  9 , 2 8 8

 H 1 3  1 , 3 5 7  2 , 0 7 8 1 , 4 2 1  1 , 9 7 3 6 , 8 2 9 7 4 5 1 , 2 3 5 3 2 3 2 3 1  2 , 5 3 4  9 , 3 6 3

 H 1 4  1 , 4 1 0  2 , 0 5 5 1 , 3 8 3  1 , 8 7 1 6 , 7 1 9 7 6 2 1 , 3 2 5 3 4 7 2 8 5  2 , 7 1 9  9 , 4 3 8
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 (1)聾学校の教育課程編成の状況 

  聾学校における教育課程は，国の定める基準に基

き，学校において，各教科，道徳，特別活動，総合

的な学習の時間，自立活動及び学校行事等につい

て，その学年に応じて，その目標，指導に充てる時

間等を組織的に配列したもので，このことを踏まえ

て，それぞれの聾学校の設置者・学校において，幼

児児童生徒の聴覚障害の状態や発達段階や，実態等

を考慮して適切に編成されることになる。 

  小学部では，国語，社会，算数，理科，生活，音

楽，図画工作，家庭科及び体育の各教科，道徳，特

別活動，自立活動並びに総合的な学習の時間によっ

て編成される。中学部では，必修教科（国語，社会，

数学，理科，音楽，美術，保健体育，技術・家庭及

び外国語），選択教科，道徳，特別活動，自立活動

及び総合的な学習の時間で編成される。高等部で

は，高等学校と同様に，必履修教科，学科に関する

選択教科，特別活動，総合的な学習の時間，自立活

動を履修する。聾学校の教育課程には，小学校，中

学校，高等学校に加えて，特別な教育課程として自

立活動が位置づけられており，これは聴覚障害に基

づく種々の困難を改善・克服するために必要な知

識，技能，態度及び習慣を養い，心身の調和的な発

達の基盤を培う領域である。 

 教育課程の編成においては児童生徒の実態に応

じて，特に必要がある場合には，各教科又は，高等

部においては各教科に属する科目の全部又は一部

について，合わせて授業を行うことができるように

なっている。 

  ここで，平成 13 年度に独立行政法人国立特殊教

育総合研究所が行った盲・聾・養護学校の教育課程

編成状況調査（表２）に基づいて，現在の教育課程

の状況を整理すると，次のようになる。 

 

表２ 平成 13 年度教育課程編成状況 

教育課程 小学部 中学部 高等部

小・中学校等に準

じた教育課程 
 63.4％  59.4％  79.2％

下学年・下学部適

用の教育課程 
 23.2％  29.2％  11.0％

知的障害養護学校

代替の教育課程 
 11.7％  11.2％   8.6％

自立活動を主とし

た教育課程 
  1.7％   0.1％   1.2％

訪問教育による教

育課程 
0％  0.1％    0 ％

 小学校・中学校・高等学校に準じた教育課程を実

施している割合は，小学部で 63.4％，中学部におい

ては 59.4％，高等部では 79.2％である。下学年又は

下学部適用の教育課程を実施しているのは小学部

では 23.2％，中学部では 29.3％，高等部では 11.0％

である。知的障害養護学校代替の教育課程を実施し

ているのは，小学部で 11.7％，中学部で 11.2％，高

等部で 8.6％である。自立活動を主とした教育課程

は，小学部で 1.7％，中学部で 0.1％，高等部で，1.2

％という状況である。平成 13 年度の重複障害（小

・中）生徒の在籍率が，17.4％（表５）であること

から，総じて，重複障害であっても教科の指導が実

施されている状況が分かる。 

 次に，昭和 62 年の教育課程の実施状況調査（表

３）と比較した結果について整理すると，次のよう

になる。  

 

 表３  盲学校，聾学校及び養護学校教育課程実施

状況調査（昭和 62 年文部省） 

教育課程 小学部 中学部 高等部

小・中学校等に準

じた教育課程 
36.4％  22.9％   63.1％

下学年適用の教

育課程 
52.2％  68.9％   29.6％

知的障害養護学

校代替の教育課

程 

 7.3％   5.0％    5.5％

自立活動を主と

した教育課程 
 4.1％   3.2％   1.8％

訪問教育による

教育課程 
         

 

ア「小・中学校に準じた教育課程」の編成状況 

 小学校・中学校・高等学校に準じた教育課程の実

施状況は，小学部において昭和 62 年度の 36.4％は

平成 13 年度は 63.4％になり，27％の増加となって

いる。中学部では昭和 62 年度 22.9％が平成 13 年度

に 59.4％になり 36.5％の増加となっている。高等部

では昭和 62 年度は 63.1％であったのが 79.2％で，

16.1％の増加という結果となった。このことは，平

成 13 年度では，聾学校において多くの児童生徒が

当該学年の教科指導を行っているという結果が明

らかになったといえる。小学校・中学校・高等学校

に準じた教育課程の実施状況が増加した背景には，

教科指導方法の工夫や教科の評価規準が最低規準

としての学習指導要領の目標に準拠した評価，いわ
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ゆる絶対評価の影響が考えられる。準じた教育課程

が拡大した結果として，大学進学者が増加してきた

こと（後述 (6)）などとの関連も推察されるが，今

後も，指導方法の工夫の更なる改善を望みたいとこ

ろである。 

 「準じた教育」は，教育の目的や目標は小学校・

中学校・高等学校と同一であるが，障害があるがゆ

えに，小学校や中学校と同じ方法の学習では，同じ

目標に達することができないため，障害の特性に配

慮した特別な指導方法で対応するという教育であ

り，今回の結果から，昭和 62 年から平成 13 年の間

に，教育課程の実施に際して相当の工夫や改善が学

校現場でなされたと解釈できる。この教育課程の実

施状況は，学校の教育課程なので直ちに一人一人の

学力の評価とはつながらないため，学習評価は注意

をして把握しなければならない。教育課程上，当該

学年どおりの学習が成立していることは，交流教育

や学籍異動，小学校や中学校との教科指導の連携に

おいて，従来以上に教育内容面において通常の学校

と聾学校の違いが減少したといえる。 

 イ「下学年・下学部適用の教育課程」の編成状況 

  下学年・下学部の教育課程とは，障害の状況等に

応じて，内容の精選が行われた結果，教科書の採択

において，当該学年より下学年・下学部の教科書を

使用して学習を行う教育課程である。昭和 62 年の

状況調査と平成 13 年の状況調査（表３・４）を比

較してみると，小学部で昭和 62 年度 52.2％が平成

13 年度は 23.2％になり 29％の減少である。中学部

でも昭和 62 年度の 68.9％が平成 13 年度に 29.2％と

なり 39.7％の減少である。高等部では平成 62 年度

29.6％が平成 13 年度には 11.0％となり 18.6%の現象

となっている。準じた教育課程の実施が増えている

状況が，ここに反映されているといえる。 

 ウ「知的障害養護学校代替の教育課程」 

  「知的障害養護学校代替の教育課程」を編成して

いる場合，小学部では「生活単元学習」「日常生活

の指導」「遊びの指導」「自立活動」と教科「国語」

「算数」「体育」等で教育課程が編成される。中学

部では，「生活単元学習」「作業学習」「日常生活

の指導」「自立活動」と「国語」「保健体育」「数

学」「美術」などの教科が取り入れられる。高等部

では， 

「作業学習」「自立活動」と教科では「国語」「保

健体育」「算数」「家庭」などが取り入れられる。 

 昭和 62 年度小学部 7.3％が平成 13 年度には 11.7

％となり 4.4％増加している。中学部では，昭和 62

年度 5.0％が平成 13 年度には 11.2％となり 6.2％の

増加がある。高等部では，昭和 62 年度 5.5％が平成

13 年度には 8.6％となり 3.1％の増加が見られる。い

ずれの学部においても，数パーセントの増加があ

る。 

 エ「自立活動を主とした教育課程」の編成状況 

  小学部では，「自立活動」と「日常生活の指導」

を中心に行われている。各教科では「音楽」「図工

工作」などが取り入れられている。中学部では「自

立活動」「生活単元学習」「日常生活の指導」が行

われている。高等部では「自立活動」「生活単元活

動」「日常生活の指導」が行われている。 

  小学部では，昭和 62 年度 4.1％が平成 13 年度に

は 1.7％となり，2.4％減少している。中学部では，

昭和 62 年度 3.2％が平成 13 年度では 0.1％となり 3.1

％減少し，この教育課程を履修している生徒は，ほ

とんどいないことがわかる。高等部では，昭和 62

年度 1.8％が平成 13 年度となり 1.2％に減少してい

る。 

 (2)各教科における指導上の配慮 

  聾学校の教育活動は，言語概念の形成，保有する

聴覚の活用，的確な視覚的教材の工夫，コミュニケ

ーション手段の配慮などが重要である。聴覚障害児

の教科の指導に当たっては，次のような配慮が必要

となる。 

 ア 小学部・中学部 

  ① 体験的な活動を通して的確な言語概念の

形成を図り，児童の発達に応じた思考力の育

成に努めること。 

  ② 児童の言語発達の程度に応じて，主体的に

読書に親しむ態度を養うように工夫するこ

と。 

  ③ 児童の聴覚障害の状態等に応じて，指導内

容を適切に精選し，基礎的・基本的な事項に

重点を置いて指導すること。 

  ④ 補聴器等の利用により，児童の保有する聴

覚を最大限の活用し，効果的な学習活動が展

開できるようにすること。 

  ⑤ 視覚的に情報を獲得しやすい教材・教具や

コンピュータ等の情報機器を有効に活用し，

指導の効果を高めるようにすること。 

  ⑥ 児童の言語発達の程度に応じて，言葉によ

る意思の相互伝達が活発に行われるように

指導方法を工夫すること。 

 イ 高等部 

  ① 生徒の積極的な言語活動を促すとともに，

抽象的，論理的な思考力の伸長に努めるこ

と。 
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  ② 生徒の言語力等に応じた読書指導を行い，

適切な読書習慣の形成を図るとともに，主体

的に情報を獲得し，適切に選択・活用する態

度を養うようにすること。 

  ③ 生徒の聴覚障害の状態等に応じて，指導内

容を適切に精選し，基礎的・基本的な事項に

重点を置いて指導すること。 

  ④ 補聴器等の利用により，生徒の保有する聴

覚を最大限に活用し，効果的な学習活動が展

開できるようにすること。 

  ⑤ 視覚的に情報を獲得しやすい教材・教具や

コンピュータ等の情報機器を有効に活用し，

指導の効果を高めるようにすること。 

  ⑥ 生徒の聴覚障害の状態等に応じ，音声，文

字，手話等のコミュニケーション手段の適切

な活用を図り，意思の相互伝達が正確かつ効

率的に行われるようにすること。 

 聴覚に障害のある児童生徒に，学習指導要領に示

されている各教科の内容を身に付けさせるために

は，これらの配慮事項を踏まえた指導を行うことが

重要である。聴覚障害教育を担当する教員は，教科

指導のための基礎免許として，小学校，中学校，高

等学校の免許状を所有している。しかしながら，聴

覚に障害がある子どもの特性を踏まえた授業が可

能かというと，それだけでは十分とはいえない。平

成 14 年度盲学校，聾学校及び養護学校教員の特殊

教育教諭免許状保有状況等調査結果（文部科学省）

では，聾学校に勤務している教員で，聾学校教諭免

許を所持している割合は，全国平均で 31.1％，県別

では最高 55.9％～最低 7.7％という状況であり，教

科指導の配慮事項を踏まえた授業展開を行う上で，

言語概念形成への配慮，補聴器等の効果的活用，コ

ミュニケーション手段の特性の理解及び実技能力

の点で，免許状所有者を増やして，専門性を向上す

べき課題があると思われる。 

 今回の学習指導要領の改訂では，聾学校の教科指

導における基本的な内容に加えて，コンピュータ等

の情報機器の活用の重要性が強調されたところで

ある。平成 15～16 年度の文部科学省研究協力校と

して，宮城県立ろう学校において「数学・理科にお

ける情報通信ネットワークの活用」について研究に

取り組んでおり，コンピュータ等が，聴覚障害児へ

の教材提示や授業方法等に有効であるかどうか，そ

の意義と評価の研究に取り組んでいるところであ

る。 

 (3)自立活動における指導 

  聾学校における自立活動の内容としては，保有す

る聴覚を活用すること，体験等のイメージ等の概念

形成をもとに言葉を習得していくこと，発達段階に

応じて自然な身振りで表現したり声を出したりし

て相手とかかわることができるようコミュニケー

ションを行う基礎的な能力を養うこと，聴覚に障害

があることにより音・音声情報を受け取りにくいこ

とから結果として発音が不明瞭になったりするこ

とへの対応，聴覚以外にも視覚を活用すること，言

語理解においても年齢を追って，次第に抽象的な理

解力を育てることなどが課題となる。自立活動での

成果が，充実した教科指導につながることをしっか

りと踏まえる必要がある。 

  (4)「総合的な学習の時間」における指導 

  総合的な学習の時間の実施状況は，平成 14 年度

の全国聾学校長会の調査では，次のような結果とな

っている。 

 

 表４  総合的な学習の時間の年間授業数と学校数

（平成 14 年度 全国聾学校長会） 

  学年

時数 

小

３

小

４

小

５

小

６

中

１ 
中

２ 
中

３ 
高

１

高

２

高

３

21～

40  
14 12 10 11 18 17 15 40 36 35

41～

60 
  

4 
4  3  1  4  5  4  5  4  3

61～

80 
44 43 48 48 59 55 57 8 11 11

81～

100 
  

3 
 2  1  1  4  5  4    

101～

120 
23 26 25 26  1  0  1    

121～
  

1 
 1  1  1  0  1  2    

 

 小学部では週当たり２時間を行っている学校が

半数で，次いで週に３時間を行っている学校が約３

割，週１時間という学校が約１割となっている。中

学部では週２時間を行っている学校が約７割，次い

で週１時間が約２割となっている。高等部では週１

時間という学校が多い。平成 13 年度に独立行政法

人国立特殊教育総合研究所が行った盲・聾・養護学

校の状況調査によると総合的な学習の時間の取組

では，小学部では「児童の興味・関心に基づく課題」

「交流活動」「地域や学校の特色に応じた課題」が

多く，その内容は，「興味のある課題を調べること」

「小学校との交流」「地域の調査」などである。中
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学部での，総合的な学習の時間の取組は，「生徒の

興味・関心に基づく課題」「交流活動」「地域や学

校の特色に応じた課題」であり，その内容は「興味

のある課題」「中学校との交流」「地域の調査」な

どである。高等部での総合的な学習の時間の取組

は，「生徒の興味・関心に基づく課題」「環境」「交

流活動」が多く，その内容は「興味のある課題」「野

菜づくり」「高等学校との交流」である。このほか

にも，各学部とも「国際」での「ALT との交流」や

「情報」での「コンピュータの利用」・「インター

ネットの活用」などに取り組まれている。総合的な

学習の時間の評価をどうするかということや，教科

学習などの基礎基本を踏まえた上で，総合的な学習

の時間の内容をどのようにしていくかが課題とな

ってきている。 

  (5)重複障害児の教育 

 小・中学部の重複障害在籍率の推移については，

平成 12 年度 17.9％，平成 13 年度 17.4％，平成 14

年度 17.9％と，ここ数年では大きな変化はないが，

昭和 60 年当時 12.7％時点と比較した場合，18 年間

の５％の重複障害児の在籍率の増加が傾向が見ら

れる。 

 

表５ 聾学校における重複障害学級在籍率の推移 

年度 S60

年度 
H2 

年度 
H7 

年度 
H12

年度 
H13

年度

H14

年度

小・中学部 

（％） 
12.7 12.7 15.7 17.9 17.4 17.9

高等部 

（％） 
 

5.3 6.0 7.9 7.3 7.1

 

  平成 14 年現在，聾学校には，小・中学部では 17.9

％，高等部では 7.1%の重複障害児童生徒が在籍して

いる。聾学校で学習している児童生徒は，主たる障

害が聴覚障害であるという判断のもと，聾学校で勉

強しているわけである。重複障害の状況を踏まえた

授業は，他の障害の教育の専門性と連携が必要とな

る。聴覚障害と視覚障害を併せ有する場合は，コミ

ュニケーション手段で特段の配慮が必要であり，知

的障害を併せ有する場合は，知的障害の教科や領域

について，専門の配慮が必要となる。聴覚障害の重

複障害の子どもたちへの支援や学習評価について

は，一人一人の子どもの実態が多様なため，全国の

聾学校間の連携のみならず，盲学校や養護学校と連

携し，その効果的な指導方法や進路指導を進展させ

ていくことが重要である。聾学校内の教育だけでな

く地域の特殊教育のセンターとしての機能を発揮

して，盲学校や養護学校に在籍する聴覚に障害のあ

る子どもへの教育相談などの支援も必要なことで

ある。 

 (6)職業教育と進路指導 

 聾学校高等部学習指導要領には，聾学校の代表的

な職業学科として，印刷科，理容・美容科，クリー

ニング，歯科技工科について示している。この他に

も，産業工芸科，被服科，機械科などの学科が数多

くある。後述の学科については，高等学校の学習指

導要領で示した内容と同一であるため聾学校の専

門教科としては，特に示していない。 

 今回の，盲・聾・養護学校高等部の学習指導要領

の改訂においては，特色ある教育，特色ある学校づ

くりに対応して，弾力的な教育課程を編成できるよ

うに教科・科目について内容の大綱化を図った。 

 印刷科においては，社会における情報化の進展，

印刷技術の革新等に対応するため，コンピュータグ

ラフィックの応用や「図案・製図」の内容を等の改

善を図ったところである。また，理容・美容におい

ては，理容師・美容師に必要な実践的な能力や態度

を育成するとともに，専門性を確保する観点から内

容等の改善を図った。理容・美容に関しては平成 10

年に理容師法，美容師法の改正が行われ，理容師養

成学校の入所資格が中学卒業から高等学校卒業に

変わるなど，理容師・美容師ともに資質の向上が求

められている背景が生じてきている。理容科は聾学

校に伝統的な学科として，中学部卒業における理容

師養成が認められているが，世の中の全体の動向と

して理容師・美容師養成を見た場合，学力面・知識

面において，より高い水準になってきていることへ

の対応が求められている。 

 

表６ 受験特別措置（聴覚障害）人数の推移（大学入試

センター） 

年

度
H2 H3 H4 H5 H6 H7 H8 H9 H10 H11 H12

人

数
80 64 66 66 61 94 117 106 108 138 145

 

進学の面では，聴覚に障害のある生徒の大学等へ

の進学者が近年，増加してきている状況も顕著なっ

てきている。大学等という進路希望者が増加してい

る現状も踏まえて，聾学校における教科指導につい

て，準ずる教育を行うという意義を踏まえることが

必要と思われる。 

 以上，聾学校における教育課程の状況を踏まえる

と，聾学校における教育課程編成・実施上の課題は，
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次のとおりである。 

 ① 聴覚に障害のある児童生徒に「確かな学力」

を身に付けさせるために必要な教育課程をこなす

ための授業時数を確保するとともに，教科内容の精

選等を行う際の観点を明確にすること。 

 ② 児童生徒の実態に応じて，「小・中学校等に

準じた教育課程」，「下学部・下学年適用の教育課 

程」，「知的障害養護学校代替の教育課程」，「自

立活動を主とした教育課程」等を編成するに当たっ

ては，当該教育課程を編成する根拠をはっきりさせ

るとともに，小学部，中学部，高等部という一貫し

た教育課程の中での位置づけを明確にすること。 

 ③ 各教科の指導上の配慮事項を踏まえた指導

や，個別の指導計画に基づいた自立活動の指導にお

いて，聴覚障害児の特性を踏まえた専門的な指導が

行われているか，児童生徒の能力や可能性を最大限

の伸ばしているかどうかの評価を的確に行い，次の

教科指導に反映すること。 

 ④ 「総合的な学習の時間」 

  総合的な学習の時間の評価や，教科学習などの基 

礎基本の育成を踏まえた上で，総合的な学習の時間

の内容をどのようにしていくか明確にすること。 

 ⑤ 重複障害児の教育 

  盲学校，養護学校等の専門性と連携する上で，多

種別の教育課程についての理解を深める同時に，聴

覚障害教育にける地域の特殊教育のセンターとし

ての機能を発揮すること。 

 ⑥ 職業教育と進路指導 

 従前からの職業指導についてはその良さを継承

するとともに，国家資格に関する学科では，その高

等学校卒業が基礎用件となるなど，基礎資質の向上

が求めれていること。大学進学者の増加傾向等も踏

まえ，十分な準じた教育の実施を学校で取り組むこ

と。 

 ⑦ 準じた教育課程の実施状況と一人一人の確

かな学力の育成 

 学校としての教育課程の実施状況の評価は，一人

一人の学力の評価の視点でどういう評価を行うか

ということが重要であること。 

（藤本 裕人） 
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２）聾学校における重点課題について 

 (1)言語指導の充実と基礎学力の向上 

 聾学校教育における言語指導の充実や基礎学力

の向上の必要性はこれまでもたびたび指摘されて

きた。今，改めてそのことが重点課題として指摘さ

れるのは，教育の新たな時代を迎え，これまでの歴

史的経緯を踏まえた対応が求められていることに

よる。特に，教育課程編成の観点からみると，聴覚

障害児の示す言語習得上，学習上の諸課題への教育

的な手だては，乳幼児段階から高等部段階までの学

校教育期間全体を見通した，連続性のある教育課程

の中に位置付けられたものにすることが求められ

ている。同時に，それは聾学校教育の独自性や専門

性も含んだものにする必要がある。 

 教育課程は，教育の様々な領域を組織的系統的に

構成した全体であり，障害児教育においては，その

運用において通常の基準よりも一層の弾力化が求

められている（細村 2000）。このことは，教育課程

の中に何を含めるかだけでなく，それらを障害児の

特性に応じてどう扱うかという方法論も含んだも

のにしていく必要性があることを意味している。 

 聾学校教育についていえば，聴覚障害児に言語習

得や学習にかかわって，何をいつ指導するのかとい

う側面に加えて，個々の子どもの言語の習得状況に

応じて，それをどのように進めていくかという個別

的方法論的側面を融合した教育課程の構築が求め

られている。聴覚障害児にとって言語習得上の課題

は，同時に学習上の課題でもある。これらの解決を

図るためには，聴覚障害児が直面する種々の課題の

低減，克服に向けた，長期的かつ個別対応的な側面

を含んだ教育課程を作ることが必要である。そのた

めには，個々の聴覚障害児が示す諸課題の元にある

要因を分析検討し，考えられる手だてを系統化，構

造化していく作業がそこに含まれなければならな

い。 

 以上のことを具体化していくに当たっては，これ

までの歴史的経緯を振り返る中で示唆される課題

を踏まえた取り組みを行っていく必要がある。ここ

では，言語指導と基礎学力の形成にかかわる二つの

側面について概観する。 

 ア 言語指導充実の手だてとコミュニケーショ

ン手段の問題 

 近年，聾学校教育における多様なコミュニケーシ

ョン手段と言語習得との関係について議論される

ことが多くなってきた。そのことを反映して，言語

獲得の初期段階から聴覚障害児に対して手話を用

いる聾学校が増加する傾向にあるといわれている

（我妻 1998）。 

 わが国の戦後の聾学校教育において，手話を学校

全体の教育手段として採用した学校が見られ始め

たのは 1960 年代末である。これは，米国において

トータルコミュニケーションの理念が教育現場に

広がり始めた時期とほぼ同じである。いずれも，音

声言語の表出に添う形で手話，指文字を併用して伝

達の効率を高めようとする方法であった。米国では

この方法が公立聾学校を中心に急速に広まってい

ったのに対し，わが国においては学校全体の教育手

段として手話を使用する動きはその後しばらくみ

られなかった。 

 その後，平成５(1993)年に聴覚障害児のコミュニ

ケーション手段に関する調査研究協力者会議によ

る報告が，その２年後に「聴覚障害教育の手引－多

様なコミュニケーション手段とそれを活用した指

導－」(文部省 1995)が出され，それを契機としてわ

が国における聾学校教育においても，子どもの実態

に応じて言語習得の初期段階から多様なコミュニ

ケーション手段を使用することを巡る議論が盛ん

になり始めたように思われる。 

 しかし，90 年代以降の米国やわが国における議論

や動きは，純粋に教育実践的な観点からのみ進んだ

とはいえない。そのことは，1980 年代末に米国にお

いて連邦議会に提出された聴覚障害児教育の現状

と課題に関する報告書「Toward Equality」(1988)

と，その後の米国における一連の動きからも伺え

る。同報告書では，聴覚障害児教育の現状と課題を

示し，その改善に向けた提言もなされた。特に注目

されたのが，全米の聴覚障害児の読書力が健聴児に

比較して依然として低い成績に留まっていた点で

ある。これに関して同報告書の提言では，現行の音

声言語と併用する手話ではなく，アメリカ手話を導

入することと，読み書き能力の向上のための集中的

な教育プログラムの必要性が述べられていた。これ

を契機として米国では 1990 年代初頭より，教育的

な手段としてアメリカ手話を導入することの是非

について議論が盛んになっていった。 

 しかし，米国におけるその後の動きは，手話を教

育場面に導入することへの議論が中心となり，どう

いった教育的な方法を確立するかについての議論

は顕著にならなかった観がある。それと同時に，ア

メリカ手話は同国における聴覚障害者の社会的な

認知の向上をめざす役割を持つものとしての側面

を持っていった。それを象徴的に示した出来事が，

1988 年に起きたギャローデット大学における歴代

初の聴覚障害学長の誕生を巡る騒動である。 
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 こうした動きの中で，教育の手段として用いられ

るアメリカ手話はそれまでのトータルコミュニケ

ーションや口話法教育の反対極に位置づくものと

なった。そのため，言語習得（特に学習を支える書

記言語の習得）における手話の役割について，従来

の教育方法と比較検討しながら教育実践的にその

意味を明らかにする検証の機会を逃すことになっ

た。そのため，手話の使用を巡って現在でも検討が

必要な問題が残されることとなった。 

 一つは，聴覚障害児の言語習得過程において，聴

覚学習や発音指導といったそれまでの教育で扱わ

れていた内容と手話の使用との関係はどのように

捉えればよいかという問題である。たとえば，健聴

児においては「音韻意識」の形成が文字習得にかか

わっていることはこれまで多くの研究で示されて

いる。手話を使用する場合に，指文字が音韻に代わ

るものとして主張される場合もあるが，実際には，

指文字で表記できても書けない場合が見られる。言

語習得におけるこれまでの指導方法との関連の枠

組みの中での検証が必要である。 

 もう一つは，聴覚障害児が示す書記言語の習得

（読み書き能力の習得）の困難さを改善するため

に，手話を使用しながらどのような教育的な手だて

をとって書記言語を獲得させていくのかという，具

体的な指導方法や教育課程の内容の問題である。 

 1990 年代以降，わが国においても諸外国における

動向が多く紹介されるようになり，聾学校教育にも

影響を与えてきたといえるが，手話から書記言語へ

の橋渡しの問題は，諸外国においてもまだ十分に検

討され，一定の方向性が得られているという状況に

あるとはいえない。たとえば，米国の動向と同時期

にわが国に紹介されるようになった北欧諸国にお

けるいわゆるバイリンガル教育についても，方法論

としての確立には至っていない。 

 スウェーデンを例にとれば，1980 年代初頭からこ

の教育が開始された。しかし，Bagga-Gupta(2001)

は，同国におけるそれまでの聾教育の流れを概括す

る中で，これからの聾教育の課題は，それまで手話

を導入することを中心に行ってきたバイリンガリ

ズムの，中身について検討することであると指摘し

ている。この背景には，手話を用いた教育の方法論

としての確立がまだ十分でなく，教育の効果につい

ても手段の効果と個人差の要因とを分けて述べる

までに至っていない段階にあることがあげられる。

書記言語によらないで子どもの言語習得の状況を

評価する方法についてもこれからの検討課題であ

る。 

 なお，補足ながら，バイリンガル教育は，書記言

語の習得を強く意識しながら手話の使用を進めて

いくという点に特徴がある。この方法はわが国にも

紹介されているが，しかし，その内容が誤って紹介

されている資料がある。実際のバイリンガル教育で

は手話導入と「並行して」書記言語（文字の読み書

き）の学習を言語習得の初期段階から図っている。

しかし，誤った情報では，まず聾者手話を最初に獲

得させ，その後に書記言語の習得を図る方法という

紹介がなされている。これによって，就学前から小

学部低学年にかけて手話を優先して習得させると

いう考えで指導がなされているとすれば，わが国の

聴覚障害児教育において読み書きの指導開始が大

きく遅れるおそれがある。 

 以上の流れを概観して明らかなことは，これから

の聾学校教育において優先して検討すべき課題は，

各教科を中心とした学習が成立するための手だて

を整えること，つまり「読む，書く」ことの指導を，

「聞く，話す」（手話では受発信することに相当す

る）ことと同等あるいはそれ以上に意識した言語指

導の体制を整えることである。 

 読み書きの習得に至る過程は聴覚障害児にとっ

て長期にわたり，また，その習得過程は複雑な側面

を持っているために，指導の具体的な方法について

は，当面は，個々の具体的な実践事例を少しずつ蓄

積することによって，教育課程としての構造化を図

らねばならない。そのことが，教育課程の中に個々

の子どもへの対応を含んだものを作ることにもつ

ながるといえる。ただ，これまで指摘されてきた聴

覚障害児の言語指導上の課題は，その改善に向けた

取り組みが教育課程にまで般化されたものが少な

い。個々の事例への教育的手だてを教育課程にまで

構成していく作業は，学校全体としての取り組みの

中で進めていくことが必要である。 

 イ 基礎学力の形成につながる言語指導の視点 

 これまで，学習を支える言語である書記言語の習

得を意識した取り組みの必要性を述べてきたが，実

際，聾学校教育において就学前から小学部低学年段

階にかけての書記言語の指導について，教育課程編

成の視点から議論されたことはあまりなかったよ

うに思われる。 

 それは就学前段階での教育活動の特徴から，必要

とされなかった面もあるだろう。しかし，就学前段

階での指導が就学後の教科の学習に直接に結びつ

きにくい状況があることは，「わたりの指導」の必

要性が現在でも多く指摘されることからも伺えよ

う。 
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 前述したように，障害のある子どもの教育におけ

る教育課程は，弾力的な運用が可能であり，必要で

あることからすれば，まずは，小学部からの教科学

習の開始を視野に入れた就学前教育と初期の就学

後教育との結びつきの在り方を言語指導的な観点

から考える必要があろう。 

 では，文字の読み書きができ，ことばの数が多け

れば，そうした学習は成立するであろうか。確かに

そうしたことも必要条件ではあろうが，学習を支え

る言語の習得を図るためには，さらにそこに含めて

おくべき視点があると思われる。 

 たとえば，次に紹介している文章を読んで理解す

るには，書かれている文のことばや意味が理解でき

ているだけでは難しい。書かれていないことを，書

かれていることから推測，理解する力が必要にな

る。教科の学習を考えると，むしろ書かれている形

態的な内容にすべての情報が含まれていることの

方が少ない。しかし，その手がかりは，書かれてい

る内容から導き出さねばならない。たとえば，「春」

ということばは知っていても，それが単に，季節の

中の一つの呼び方，といった辞書的な意味としてし

か習得していない子どもにとって，以下に示した文

章に描かれている季節が春ということが容易に導

き出されるであろうか。「春」ということばが担う，

春になると目にするさまざまな風景や生活の変化

などの意味的情報が同時に獲得されていなければ，

ここでの文章の学習は深まらない。 

 このように考えるならば，言語指導は，書きこと

ばの習得を視野に入れながら，学習を支える基礎学

力になっていく形をめざす必要がある。これまで，

小学部以降でそうした段階に至らない聴覚障害児

の課題がたびたび指摘されてきた。書かれたことか

ら書かれていないことを推測する力の形成は，言語

習得の初期段階から意図的に構成されねばならな

い。そのための取り組みを小学部に入ってから開始

するのでは学習の進度に間に合わないことが多い。 

 就学前の段階から，ことばの習得に合わせて，こ

とば遊びなどの形を通して，ことばの形態や意味の

操作，また，ことば相互の結びつき，ことばと経験

との関係などを身につけていく手だてが必要であ

る。繰り返しになるが，そのための教育課程を，就

学後との連続性の中で作っていく必要がある。書記

言語のもつ規則性を読み出すための基盤をどう作

るのかは，どういった話しことばの手段を用いるか

よりも重要な課題である。 

 また，就学後においても解決すべき課題がある。

これまでの聾学校の授業には，１時限の授業の間に

机の上に置かれた教科書を開いたり，児童生徒がノ

ートやプリントに書いて作業をしたりすることが

全くない授業が見られていた。授業は聞く，話す（手

話でのやりとりも含む）ことを媒介として展開され

るが，その展開の基礎は常に読むこと，書くことと

のバランスの上に成り立つことの意識化が必要で

ある。これらの手だてが考慮されるところから，新

たな教育課程や基礎学力の形成への展望が開けて

くるといえる。 

  (2)個々の子どもの教育的ニーズへの対応 

 現行の教育課程における重要な観点の一つが「個

に応じた」教育の展開である。個に応じるとは，個

々の子どもの違いをふまえて指導し，指導の効果を

個別に評価できる体制を作ることである。「個人

差」ということばに結果を帰結することではない。 

 これまで述べてきた内容から，聾学校教育におけ

る教育課程の編成と個々の子どもの教育的ニーズ

を踏まえることとは，一体をなす過程であることが

示唆されるであろう。個々の子どもの教育的ニーズ

に対応するためには，まずニーズの把握，評価が求

められる。そしてその結果が指導における仮説設

定，さらには方法論的視点を含んだ教育課程の編成

へとつながっていく。一連のプロセスは，個人から

出発し，個人に還元されるという，循環的な過程で

ある。突き詰めれば，これからの教育に求められて

いるのは，今まで以上に個々の子ども，あるいは子

ども相互の関係を意識して展開される授業である。 

 国語科教科書の文章(光村図書「こくご一上かざぐ

るま」「はなのみち」(P.26-29))を例として取り上げ

てみよう。なお，文中の「/」および「//」は，そ

れぞれ原文の改行の位置および改ページの位置を

示している。 

 

 くまさんが，／ふくろを／みつけました。 

「おや，なにかな。／いっぱい／はいって 

 いる。」／／くまさんが，／ともだちの／

りすさんに，／ききに／いきました。／／ 

くまさんが，／ふくろを／あけました。／ 

なにもありません。／「しまった。／あなが／

あいていた。」／／あたたかいかぜが／ふきは

じめました。 ／ながい ながい，／ はなの／

いっぽんみちが／できました。 
 

 この文章の内容を読み取るためには，直接書かれ

ていない様々な情報（たとえば，くまがたまたま家

の中で何かが（種ということばは文中に出てきてい

ない）入った袋を見つけたのだろう，など）につい
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て予め理解しておかねばならない。そうした学習の

前提となる事項がクリアできていなければ，教科本

来の学習に入ることや目標を達成することは困難

である。 

 その前提となる事項には何があるのか，この単元

の指導を聾学校児童に行った経験のある山下睦子

教諭（広島）と検討してみた。山下教諭からあげら

れた，指導の際に課題と感じられたさまざまな事項

を整理してみると，それらは語彙，文型，知識，言

語のきまり，場面展開の理解など多様な側面に分か

れるものとなった。 

 たとえば，この文章には，二つの挿絵が描かれて

いる。しかし，二つの絵に描かれている内容の違い

が十分に意識化されなければ，たとえ挿絵があって

もそれを手がかりとして場面と文章の時間的な変

化を捉えることはできない。また，文章の学習に入

る前にその他に確認しておくことが押さえられて

いなければ，「はなのみち」ができたことの意味も

十分に理解できないであろうし，それが行われて初

めて，文章だけでの読み取りの指導に入る準備がで

きたといえる，というのが共通した見解であった。 

 細かな事項については省略するが，こうした事項

をきちんと洗い出すことは，すなわち，児童それぞ

れの学習前の評価にも直結する。健聴児であればす

でにわかっていると思える事項であっても，聴覚障

害児においてはそのことを確認し，その結果，指導

が必要な事項が出てくることがむしろ一般的であ

る。しかも児童による個人差もしばしば認められる。 

こうした事項の整理を通じて，個別のニーズを 

つかむとともに，対応の手だてを構成していくこと

が，「個に応じる」ことになる。 

 また，こうした一連の作業から導き出される学習

活動は，その教科以外の学習との関連性も高い。た

とえば，春をめぐる概念化の活動は，生活科や自立

活動の時間における指導などとも関係してくる可

能性がある。それを整える作業は，長期的な教育課

程の編成への出発点である。こうした取り組みが各

聾学校においてなされることが，特色ある教育課程

の編成につながっていくといえる。 
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